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報告第３１号
令和４年度吹田市決算に係る地方公共団体の財政の健全化に関
する法律における健全化判断比率等に関する報告について
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　　　令和４年度吹田市決算に係る地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率等

　　　に関する報告について

１　趣旨

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」第３条第１項及び第22条第１項に基づき、実質赤字比率、連

結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率（以下「健全化判断比率」という。）及び地方公営企業の

資金不足比率を算定し、監査委員の審査及び意見を受けましたので、その意見を付けて議会に報告するもので

す。

２　制度の概要

　地方公共団体は、健全化判断比率により、「健全段階」、「早期健全化段階」、「財政再生段階」の３つの

段階に区分されます。段階に応じて、それぞれ財政健全化計画や財政再生計画の策定、または外部監査の実施

等が義務付けられ、財政の健全化を図ることとなります。

　また、地方公営企業は、公営企業会計ごとに算定した資金不足比率が経営健全化基準以上となった場合には、

経営健全化計画の策定が義務付けられます。

３　健全化判断比率の算定

　⑴　実質赤字比率

　　一般会計等※１を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率を示しています。一般会計等の赤字の

　程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを表すものです。

　　令和４年度決算においては、一般会計等の実質収支が黒字であり、分子となる実質赤字額が負の数となる

　ことから比率は算定されません。

　　実質赤字比率の算定方法及び算定に用いた値は、以下のとおりです。

　　※１　一般会計等

　　　　一般会計、部落有財産特別会計、勤労者福祉共済特別会計、公共用地先行取得特別会計、病院事業債管理特別会

　　　　計、母子父子寡婦福祉資金貸付特別会計

(参考)直近５か年の推移

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

（▲ 3.45%) （▲ 0.58%) （▲ 0.57%) （▲ 3.29%) （▲ 1.75%)

－ － － － －

健全段階

・指標の公表

財政再生段階

・指標の公表
・財政再生計画の策定
・実施状況を議会に報告
・外部監査の実施
・地方債の発行制限

標準財政規模

[78,624,182千円]

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）

早期健全化段階

・指標の公表
・財政健全化計画の策定
・実施状況を議会に報告
・外部監査の実施

実質赤字比率

[ －% ]

計算結果は▲1.75%となりますが、
比率としては算定されません。
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一般会計等の実質赤字額

[▲1,378,112千円]
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　⑵　連結実質赤字比率

　　公営企業会計を含む全会計※２を対象とした実質赤字額（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率

　を示しています。全会計の赤字や黒字を合算して地方公共団体全体としての赤字の程度を指標化し、財政運

　営の悪化の度合いを表すものです。

　　令和４年度決算においては、全会計を合算した実質収支が黒字であり、分子となる実質赤字額が負の数と

　なることから比率は算定されません。

　　連結実質赤字比率の算定方法及び算定に用いた値は、以下のとおりです。

　　※２　公営企業会計を含む全会計

　　　　一般会計等、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、水道事業会計、下水道事業

　　　　会計

(参考)直近５か年の推移

　⑶　実質公債費比率

　　一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金※３の標準財政規模を基本とした額に対する比率の過去

　３か年平均を示しています。地方債の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を表

　すものです。

　　実質公債費比率の算定方法及び算定に用いた値は、以下のとおりです。

単年度の実質公債費比率の算定式（令和４年度）

　　※３　準元利償還金

　　　　一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還に充てたと認められるもの、債

　　　　務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものなど

(参考)直近５か年の推移

▲ 0.3%▲ 1.2%▲ 2.1%▲ 2.7%▲ 2.7%

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

（▲ 13.48%) （▲ 10.24%) （▲ 13.63%) （▲ 17.51%) （▲ 16.92%)

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）

－ － － － －

＋
元利・準元利償還金に係る基準財政需要額

[6,274,516千円]
－

特定財源

[3,575,896千円]
0.13812%＝

[1,915,893千円]

連結実質赤字比率

[ －% ]

実質公債費比率
（３か年平均）

３

元利・準元利償還金に係る基準財政需要額

[6,274,516千円]

標準財政規模

[78,624,182千円]
－

計算結果は▲16.92%となりますが、
比率としては算定されません。

連結実質赤字額

[▲13,308,044千円]

＋
元利償還金

[8,034,447千円]

[ ▲0.3% ]
＝

準元利償還金

＝

令和２年度
＋

令和３年度
＋

令和４年度

[▲1.00301%] [▲0.26679%]

標準財政規模

[78,624,182千円]

[0.13812%]

（　2　）
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　⑷　将来負担比率

　　一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対する比率を示しています。

　一部事務組合や広域連合等に係るものも含め、一般会計等の地方債や将来支払っていく可能性のある負担等

　の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを表すものです。

　　令和４年度決算においては、充当可能財源等が将来負担額を超過し、分子が負の数となることから比率は

　算定されません。

　　将来負担比率の算定方法及び算定に用いた値は、以下のとおりです。

　　※４　将来負担額

　　　　一般会計等の地方債現在高、債務負担行為に基づく支出予定額、退職手当支給予定額のうち一般会計等の負担見

　　　　込額など

(参考)直近５か年の推移

（▲ 46.9%) （▲ 40.0%) （▲ 42.4%) （▲ 38.8%)

－ － － － －

将来負担比率

計算結果は▲38.8%とな
りますが、比率としては
算定されません。

[ －% ]
＝

－
充当可能基金額

[31,064,626千円]

特定財源見込額

＋
[64,059,377千円]

地方債現在高等に係る基準財政需要額

＋
[39,794,246千円][106,808,868千円]

将来負担額
※４

元利・準元利償還金に係る基準財政需要額

[6,274,516千円]
－

標準財政規模

[78,624,182千円]

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）

（▲ 40.0%)

（　3　）
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４　資金不足比率の算定

　公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率を示しています。公営企業の資金不足を、公営企業

の事業規模である料金収入の規模と比較して指標化し、経営状態の悪化の度合いを表すものです。

　令和４年度決算においては、水道事業会計、下水道事業会計ともに資金不足が生じておらず、分子が負の数

となることから、比率は算定されません。

　資金不足比率の算定方法及び算定に用いた値は、以下のとおりです。

⑴　水道事業会計

⑵　下水道事業会計

　　　※５　資金の不足額

　　　　（流動負債－控除財源等）－（流動資産－控除財源等）

　　　※６　事業の規模

　　　　　営業収益－受託工事収益

(参考)直近５か年の推移

－

（▲ 37.9%) （▲ 35.7%) （▲ 48.4%) （▲ 50.0%) （▲ 54.5%)
下水道事業会計

－ － － －

－

（▲ 63.8%) （▲ 58.4%) （▲ 66.6%) （▲ 73.9%) （▲ 78.6%)
水道事業会計

－ － － －

令和4年度

（2018年度） （2019年度） （2020年度） （2021年度） （2022年度）
会計区分

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

資金不足比率

[ －% ]

計算結果は▲54.5%となりますが、
比率としては算定されません。

＝

資金の不足額
※５

[▲3,895,405千円]

事業の規模※６

[7,145,876千円]

資金不足比率

[ －% ]

計算結果は▲78.6%となりますが、
比率としては算定されません。

＝

資金の不足額
※５

[▲5,547,531千円]

事業の規模※６

[7,050,941千円]

（　4　）
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